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持続可能な社会の実現を目指すという時代背景から、自然換気システムは

ゼロ・エネルギービルに必要な技術の一つとして、多くの環境配慮建築にお

いて採用されている。また、非常時の換気手段としても期待が持てる。現代

建築においては、自然換気システムは空調設備による環境制御と併用して用

いられることが多い。そのため、自然換気システムを効率的に運用するため

の方法に関する研究が必要とされていた。また、自然換気システムにより室

内環境の快適性や省エネルギー性能の向上が期待されている。既往の研究で

は、自然換気システムにおける運用阻害要因の存在は指摘されているが、持

続的な自然換気システムの活用を目指した研究はみられなかった。  

以上の背景を踏まえ、本論文は、吹き抜けやソーラーチムニーなどの自然

換気を促進する仕組みと空調設備を組み合わせて自動制御するなどの高度な

自然換気システムを対象とし、運用を中止されることなく持続的に活用され

るための設計法及び運用法の提案を目的としている。  

本論文は 7 章で構成されており、審査の要旨は以下の通りである。  

 第 1 章では、本研究の目的・背景および既往の研究について述べ、本研究

の範囲および意義を明らかにしている。  

第 2 章では、自然換気の運用実態の把握を目的として、設備設計者を対象

とした 7 2 物件のアンケート・ヒアリング調査を行い、更に 1 9 物件について

管理者アンケート・ヒアリング調査・実運用データの解析を行っている。設

計者アンケート・ヒアリング調査では、自然換気システムの構成、設計意図、

運用への意識や設計上の工夫などを調査し、国内における自然換気システム

設計の現状を整理している。また、管理者アンケート・ヒアリング調査では、

システムに対する管理者の満足度、実際に発生した苦情とその対応などを整

理し、管理者からは管理の手間と苦情対応についての意見が多く、自然換気

口の制御法の違いによって運用上の問題点や苦情の内容が異なる傾向がある

ことを明らかにしている。  

さらに、建物の Bu i ld in g  E n e rgy  M a n a ge me n t  S ys t e m（ BE M S）から取得した

実運用データ解析を行い、自然換気利用時間数は設計時から運用されるに従

って減少傾向にあり、調査時には設計時に想定した使用時間の 5 8 %に留まっ

ている現状を明らかにした。 9 物件については、詳細なヒアリング調査や騒

音値の実測調査により自然換気システムの運用時間が少なくなるまでの経緯

が整理されている。さらに「ほこり」「虫の侵入」など、運用段階で苦情に繋

がる恐れのある 1 6 項目の運用阻害要因があること指摘し、設計時の主な対策

と実際の苦情発生件数の関係を分析している。また、設計者の苦情に対する

問題意識と実際に発生した苦情との関連を分析した結果、「外からの騒音」

「換気口の作動音」などについては、設計者の問題意識が低く、運用時にも

苦情が発生していることを明らかにしている。  

これらの運用実態調査の結果より、持続的活用性向上への検討課題として、
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適切な自然換気許可条件、温度差換気を考慮した適切な自然換気経路の設計、

空調設備との連動による省エネルギー性の確保の 3 点が重要であることを見

出している。  

運用実態調査によって利用時間数の変化と原因を明らかにした成果は、学

術的だけではなく実務的にも価値の高いものであると認められる。  

第 3 章では、換気口の開放条件にあたる自然換気許可条件に関して、その

適切な条件設定を見出すことを目的に 42 物件の事例調査と分析を行ってい

る。事例調査の結果より、外気温の上下限値、外気露点温度の上下限値、室

内外エンタルピー比較、外気相対湿度の上下限値などの採用条件の組み合わ

せによって 6 つの自然換気許可条件に分類できることを示している。また、

東京の年間気象データを用いて、自然換気利用時間数、外気の温湿度状態と

しての導入外気の質、換気口における 1 日あたりの平均連続開放時間数の 3

項目を評価尺度とし、自然換気許可条件の特徴を比較している。これらの検

討の成果として、最も汎用性の高い許可条件を抽出し、それぞれの基準とな

る設定値を明らかにしている。  

以上のように、換気口の運用上重要な自然換気許可条件について詳細に分

析を行っており、有用性が高い知見が得られたと認められる。  

第 4 章では、運用阻害要因への対策と自然換気性能を両立する新しい設計

手法の提案を行っている。吹き抜けを有する建物の計画初期段階において、

まず中性帯の位置を決定し、各階の必要給気口面積を求め、エアバランス表

から必要排気口面積を求める設計フローを提案している。この設計フローの

精度確認として、詳細な設計後に可能となる熱換気回路網シミュレーション

との結果比較が行われており、給気口から排気口へと至る一方向の気流の流

れが明らかな建物モデルにおいては、室温・換気量の計算誤差は小さいこと

が確認されている。また、新たな予測法として、定常時の熱平衡式と温度差

換気の基本式より、自然換気対象期間の時刻別の冷房負荷のうち温度差換気

で処理可能な時間数を求め、必要とされる給気口面積を算出する手法も提案

している。本予測法により給気口面積の最適値を算出することが可能になっ

た。また、開口率制御、ハイブリッド空調を組み合わせることによって自然

換気を行える時間数を大幅に向上できることを示している。  

本章では、システムの基本方針が決定する計画初期段階を対象として、時

刻別の冷房負荷から必要給気口面積を検討する予測法とエアバランス表から

必要排気口面積を算出する手法を組み合わせた新しい換気経路の設計手法を

提案しており、設計実務上の有用性が極めて高いものと認められる。  

第 5 章では、空調システムが自然換気による省エネルギー効果に与える影

響を明らかにすることを目的としてエネルギーシミュレーション解析を行っ

ている。自然換気と機械換気・空調を併用する自然換気併用ハイブリッド空

調を標準オフィスモデルで検討した結果、冷房負荷削減率に比べて消費エネ
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ルギー削減率が小さいことを示している。この原因として、熱源補機などで

の冷房負荷によらず一定のエネルギー消費が存在することに加え、自然換気

により冷房負荷が小さくなることにより空調システムの効率が低下すること

によって、両者の差が大きくなることを明らかにしている。冷房負荷削減率

に応じた省エネルギー効果を得るためには、これまでよりも部分負荷効率の

高い空調システムが必要であることを明らかにしている。更なる省エネルギ

ー達成のためには自然換気時に空調システムを停止する切り替え制御も有効

であることを提案している。  

第 6 章では、本研究で提案した設計手法・運用手法の有効性を確認するこ

とを目的として、申請者が設計に関与した物件において実践した結果を示し

ている。研修所に導入された事例では提案した設計手法を活用し、最上階の

温度上昇に対する採風窓の設置や非居住域に排気を誘引する換気口のデザイ

ンなどを行い、運用段階でのコミッショニングにも取組むことによって省エ

ネルギー性が高い運用が実現されている。また、庁舎に導入された事例では

年間 5 3 6 時間の適切な自然換気利用が確認されている。これらの結果から、

本研究で提案した設計手法・運用手法が実物件においても有効であることを

示している。  

第 7 章では各章の研究結果を総括している。  

 

 以上を要するに、本研究は現代建築に導入された自然換気システムの運用

上の問題点について多角的な調査・分析を行い、調査結果を根拠として持続

的活用を目的とした設計法・運用法を構築したものである。更に実物件での

実践により、本手法の有効性の確認を行っている。この一連の研究成果は、

実用性の高い環境配慮建築の設計技術の発展に大きく寄与するものであり、

博士（工学）の学位論文として価値あるものと認める。  
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